
第５号様式（第８条関係）

＜裏面もご確認のうえ署名してください＞

　　※12～14番について、在園児特例により在園している児童が、転園申請をする場合はその限りではありません。
　　　詳細は19番をお読みください。

在
籍

15

東京都外へ転出の場合は、転出した月の末日で保育施設は退所となります。
東京都内へ転出の場合は、歳児に応じて以下のとおり継続通園が可能です。いずれの場合も転出した月中に必ず転出先の自
治体で北区の保育施設に継続通園するための利用申請と認定申請を行ってください。
【当該年度中】すべての歳児で年度末まで継続通園が可能です。
【翌年度以降】新0歳～新3歳クラスは、父母のいずれかが北区内で就労していない限り、改めて利用申請・利用調整（選
考）が必要です。北区民優先で利用調整（選考）を行うため、利用調整（選考）の結果、継続通園できないことがありま
す。新4歳・新5歳クラスは、継続通園可能です。

16
求職活動中の保育の利用期間は3カ月です。
指定日までに必要書類の提出がない場合、退所となります。

育
児
休
業

12

申請中の児童の入所が決定し、入所月１日時点で、申請中の児童又はきょうだいの育児休業を取得している場合（産前・産
後休業中である場合を除く。）は、入所月中に育児休業を終了し、指定日までに「育児休業期間終了証明書」を提出してく
ださい。育児休業を終了できない場合は、保育施設は退所となります。
また、育児休業の終了にあたり、育児短時間勤務制度の利用以外で、申請時の就労日数又は就労時間を減らした場合は、退
所となります。

13
申請中の児童の待機期間中に、新たに出産したきょうだいの育児休業期間に入り、復職意思がない場合は、「辞退届・取下
届」により、申請の取り下げを行ってください。

14

育児休業から復職せず、別の就労先へ転職する場合は、「入所月末日までに退職したことがわかる証明」と「入所月翌月1
日までに就労を開始したことがわかる新たな就労先の「就労証明書」」を指定日までに提出してください。
入所月翌月1日までに育児休業を取得していた就労先（前職）と同条件（就労日数及び就労時間）以上の雇用契約で新たな
就労先で就労を開始できない場合、退所となります。

10
保育を必要とすることを証明する書類については、証明年月日から3カ月以内のものをご提出ください。
記載内容に不備のあるものは利用調整（選考）上不利になることや無効になることがあります。

11
家庭状況（住所、家族構成、就労状況、保育状況等）に変更がある場合は、速やかに『保育利用案内』に記載の書類をご提
出ください。
提出なく変更が判明した場合や申請内容と事実が異なる場合は、利用承諾の取り消しや退所となることがあります。

3

保育施設の利用調整（選考）における、同一保育指数の場合の優先順位「⑫保育料認定の根拠となる税額が低い世帯」につ
いて、住民税額が低額の世帯を優先する場合は、区の課税台帳にある区民税所得割額等に基づいて利用調整（選考）を行い
ます。
住民税の申告漏れや「住民税課税（非課税）証明書」の提出漏れにより、締切日までに住民税情報が確認できない場合は、
区民税所得割額を最高額であるものと推定して利用調整（選考）を行います。この場合において、利用調整（選考）後の住
民税申告（修正申告含む）又は「住民税課税（非課税）証明書」の提出により、区民税所得割額等が低額になったとしても
利用調整（選考）結果の変更は行いません。

7
保育を必要とする状況について、利用調整（選考）時と入所時で状況が異なる場合は、利用承諾の取り消しや退所となるこ
とがあります。（例：就労で利用調整（選考）したが、入所前に退職していた場合等）

書
類
の
提
出

8
提出された書類を返却することはできませんので、必要な場合は申請前に必ずコピーをお取りください。
申請書提出後に申請書の記載内容（希望した保育施設・順番等）について回答することもできません。

9
利用調整（選考）は各入所月締切日の17時までに到着した書類で行います。締切日を過ぎて到達した書類については、締
切日に間に合った入所月の利用調整（選考）から有効な書類として取扱います。
必要書類の提出漏れや郵送事故による未着について区は一切責任を負いません。

同意書兼重要事項確認書
必ずお読みいただき、□欄に✔してください。署名欄にご署名をお願いします。

情
報
共
有

1
保育所等利用申請（教育・保育給付認定申請を含む。）にあたり、提出した全ての申請情報と区の保有する個人情報を教
育・保育給付認定、保育の利用、保育料の決定及び給食費の徴収のために用いること並びに保育課と児童が利用する保育施
設又は区立福祉施設との間で情報を共有することに同意します。

申
請

4
『保育利用案内』を申請前に必ずお読みください。
『保育利用案内』には、北区の保育施設の利用に関する各種制度や必要な手続きについても重要なことをまとめてあります
ので、入所後も『保育利用案内』を大切に保管してください。

5
保育所等利用申請書の利用希望施設欄について、記載された施設名と施設コードが異なる場合には「施設名」を正しいもの
として利用調整（選考）を行います。個別の確認は行いませんので、『保育利用案内』「認可保育園一覧」の施設コードを
必ずご確認ください。

6

保育施設は見学することが可能です。見学を希望する場合は、事前に各保育施設へお問い合わせください。
私立保育施設等は、保育料のほかに別途費用がかかる場合があるほか、認定こども園や地域型保育事業所では、食物アレル
ギー等の給食の対応や保育にあたって特別な支援を要する場合について、認可保育所と同様の対応ができない可能性があり
ますので、事前に各保育施設にご確認ください。

課
税
情
報

2

保育施設の利用調整（選考）、保育料決定及び給食費の徴収対象者の判定にあたり、保育課入園相談係の職員が私の住民税
情報を参照することに同意します。

（注意１） 保育料は、保護者の区民税所得割額等により決定します。
北区に住民税の申告をされている方は、職員が区の課税台帳を参照することにより、住民税情報を利用するた
め、この同意書の提出をもって「住民税課税（非課税）証明書」の提出を省略することができます。
北区以外の自治体に住民税の申告をされた方は、区の課税台帳に住民税情報が無いため、住民税を申告された自
治体の発行する「住民税課税（非課税）証明書」を提出してください。

（注意２） この同意書は、教育・保育給付認定の有効期限まで有効とします。



第５号様式（第８条関係）

年 月

同意書兼重要事項確認書の内容について確認し、了承しました。

年 月

署　名 同居祖父 マイナンバー

署　名 同居祖母 マイナンバー

署　名 父

署　名 母

確認日 日

住　所

＜北区以外の保育所等を申請をする場合＞　※該当する方のみ記載してください。

区
外
申
請

23
他自治体の保育施設の申請は、締切日や書類が異なるため、北区保育課窓口でのみ受付します（郵送不可）。
北区から希望の自治体へ申請書を郵送するため、申請を希望する自治体の各入所月の申請締切日の1週間前までに申請書を
提出してください。複数の自治体の保育施設を申請する場合、最も早い自治体の締切日に合わせてください。

＜郵送にて申請書を提出する場合＞　※該当する方のみ記載してください。

申
請
書
の
郵
送

20
申請書が到着した日時について回答することはできません。書留郵便等による送達過程の記録を推奨します。
※申請書に限り、入園相談係での受付が完了した後、受付済みの通知が送付されます。

21
申請書は、『保育利用案内』をご確認の上、不備不足の無いように提出してください。不備不足があった場合、ご案内が遅
れる可能性があります。なお、予め定められた追加書類の締切日は変更することができません。

22
提出書類から利用調整（選考）上必要な情報が読み取れない場合、世帯の状況に応じて個別に追加の書類が必要となる場合
があります。

＜在園児の転園申請に当たり、保護者が育児休業を取得している場合＞　※該当する方のみ記載してください。

通常の利用調整（選考）では、入所月1日時点で育児休業を取得している場合、申請する児童だけでなく、そのきょうだいの育児休業を取得し
ている場合も、入所月中に育児休業の終了が必要です。ただし、在園児特例（※）により在園している児童が、転園申請をする場合はその限
りではありません。
※在園児特例とは、認可保育園在園期間中に新たに生まれたきょうだいのために育児休業を取得する場合、在園児の保育を必要とする理由が
なくなりますが、園に慣れた生活を変えて家庭保育となり環境が大きく変わることが、在園児の心身の発達上好ましくない等との判断から、
特例として保育施設での保育を継続する制度です。

在
園
児
特
例

19

在園児特例を利用している児童の転園申請に当たり、

入所から、育児休業の終了（復職）を望まない利用調整（選考）を希望する。

※12～14番に✔していても、本項目に✔した場合は新たに生まれたきょうだいのために取得している育児休業の終了（復
職）は不要とします。

＜転園申請をする場合＞　※該当する方のみ記載してください。

転
園
申
請

17

転園が内定した場合は、現在通園中の保育施設は自動的に退所となります。
転園の内定を辞退する場合は、いかなる理由があっても元の保育施設に戻ることはできませんので、お子さん・ご家族の方
で十分検討の上転園申請を行ってください。なお、転園申請の取り下げは各入所月の申請締切日までです。申請中に転園す
る意思がなくなった場合は、必ず各入所月の申請締切日までに「辞退届・取下届」を提出してください。

18
転園先の保育施設で延長保育を希望する場合は、新たに延長保育の利用申請が必要です。現在通園中の保育施設で延長保育
を利用している場合であっても、転園先保育施設の延長保育定員の都合上、転園先で延長保育（スポット延長利用を含む）
を利用できない場合があります。


